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各障害福祉サービス等事業者 代表者 様 

 

                                            北海道保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課長  

 

   「障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業」の国庫補助協議について（依頼） 

 本道の障がい保健福祉行政の推進につきましては、日頃よりご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、標記事業について、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課から国庫補助協議を実施する旨

通知がありましたので、お知らせします。 

本事業については、道としても、昨年度同様に事業を実施する予定としております。 

 つきましては、別添資料等を参照の上、当事業の活用を希望する場合は、期限までに事業計画書等の提出をお

願いします。 

記 

１ 提出期限 

令和８年５月 25 日（月）（厳守）  

２ 提出方法 

  下記ＵＲＬ及びＱＲコード（簡易申請フォーム）を読み取り必要書類を添付して送付すること。 

 （ＵＲＬ） 

  https://www.harp.lg.jp/ne7PJnvE 

（ＱＲ） 

   

３ 提出書類 

（１）介護ロボット等の導入支援事業 

   ア （法人名）_所要額調査票（障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業） 

※記載必要シート 総表、事業計画書及び積算内訳書（別紙２－１－２（２）（３）（４）） 

   イ 製品の詳細が分かるパンフレット等 

   ウ 見積書（２社以上、PDF ファイルとしてください） 

（２）ICT の導入支援事業 

ア （法人名）_所要額調査票（障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業 

※記載必要シート 総表、事業計画書及び積算内訳書（別紙２－１－３（２）（３）（４）） 

   イ 製品の詳細が分かるパンフレット等 

   ウ 見積書（２社以上、PDF ファイルとしてください） 

（３）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

ア （法人名）_所要額調査票（障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業 

※記載必要シート 総表、事業計画書及び積算内訳書（別紙２－１－４（２）（３）（４）） 

   イ 製品の詳細が分かるパンフレット等 

   ウ 見積書の写し（２社以上、PDF ファイルとしてください） 

 



４ 留意事項 

 ・ 障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業の実施要綱や厚労省作成のＱ＆Ａを参考に記載してくだ

さい。 

・ 予算の範囲内での補助採択となりますので、場合によっては、申請しても、補助が実施されない場合や補

助額が減額となる可能性があることについて、ご了承願います。 

 

  

  

企画調整係：佐々木 

電話：011-204-5277 



（参考）「障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業」の概要 

（１）介護ロボット等の導入支援 

【実施主体】都道府県・指定都市及び中核市 

【実施対象】障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者、居宅介護事業者、重度訪問介護事業者、短

期入所事業者、重度障害者等包括支援事業者、障害児入所施設事業者（実施要綱参照） 

【補助上限】移乗介護及び入浴支援：10 万円以上 100 万円以下、その他：10 万円以上 30 万円以下 

      障害者支援施設：１施設あたり 210 万円、共同生活援助：１事業所あたり 150 万円、 

その他事業所：１事業所あたり 120 万円 

【補助割合】国 1/2、都道府県等 1/4、事業者 1/4 

【補助対象】実施要綱５（１）ウ参照 

【補助対象経費】介護ロボット等の導入支援の実施に必要な備品購入費（ロボット等の購入費用に限る。）、 

使用料及び賃借料（ロボット等の使用に要する費用に限る。）、役務費（ロボット等の初期 

設定に要する費用に限る。）、補助金 

（２）ICT の導入支援事業 

【実施主体】都道府県・指定都市及び中核市 

【実施対象】ア ICT 機器の導入支援 

        障害福祉サービス事業者、障害者支援施設事業者、一般相談支援事業者、特定相談支

援事業者（以下、「障害福祉サービス事業者等」という。） 

      イ AI カメラ等の導入支援 

        障害福祉サービス事業者等のうち、訪問系サービス事業者（居宅介護事業者、重度訪

問介護事業者、同行援護事業者、行動援護事業者、重度障害等包括支援事業者）、就

労定着支援事業者、一般相談支援事業者及び特定相談支援事業者を除いた事業者 

【補助上限】１施設又は事業所あたり 100 万円 

【補助割合】国 1/2、都道府県等 1/4、事業者 1/4 

【補助対象】情報端末、ソフトウェア、AI カメラ等、通信環境機器等、保守経費等（実施要綱参照） 

【補助対象経費】ICT 導入支援の実施に必要な工事費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及 

び賃借料、備品購入費、補助金 

（３）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

【実施主体】都道府県・指定都市及び中核市 

【実施対象】ア 介護テクノロジーのパッケージ型による導入 

        障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者、居宅介護事業者、重度訪問介護事業者、

短期入所事業者、重度障害者包括支援事業者 

      イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

        障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者 

【補助上限】１施設又は事業所あたり 1,000 万円 

【補助割合】国 1/2、都道府県等 1/4、事業者 1/4 

【補助対象】実施要綱５（３）参照 

【補助対象経費】ア 介護テクノロジーのパッケージ型の導入に伴う経費 

       （１）（２）の記載内容と同様 

      イ 見守り機器及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経費 

        工事費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、

補助金 


